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平成１９年度 京都市重点改革方針 

 

我が国を取り巻く社会経済情勢は，人口減少社会の到来や団塊の世代の大量退職など，

新たな環境の変化を迎えている。更には，我が国経済は，ようやく未来への明るい展望

を持てる状況となったものの，依然として国や地方財政は極めて深刻な状況にある。 

本市の行財政運営は大変厳しいながらも，京都市基本計画第２次推進プラン，京都市

市政改革実行プラン等は計画どおりに進んでいるが，本市の将来に向けた明るい展望を

切り開き，より高品質で満足度の高い市民サービスを実現するため，社会経済情勢に応

じた絶え間ない改革を強力に推進しなければならない。とりわけ，相次ぐ職員の不祥事

により大きく傷ついた京都市政に対する市民の信頼を回復することが急務であり，この

ため，抜本的かつ構造的な改革を全市を挙げて断行しなければならない。 

市政は，引き続き，京都市基本計画第２次推進プラン等に基づき着実に進めていく必

要があるが，平成１９年度においては，本方針に従い，市民に厚く信頼される市政運営

の確立を目指し，市政改革を推進する。 

 

 

１ 市民に厚く信頼される市政運営の確立 

(1) 「信頼回復と再生のための抜本改革大綱」の確実な実行 

市政への市民の信頼回復と不祥事の根絶に向け，８月３１日に策定した「信頼回

復と再生のための抜本改革大綱」を，改革大綱推進本部の下，全庁一丸となって不

退転の決意で確実に実行する。 

局区長は，強いリーダーシップにより率先実行することはもとより，双方向の組

織内コミュニケーションを一層活性化させ，風通しの良い，常に改革が推進される

組織風土を醸成し，改革の気風を築く。 

また，市政運営に密接に関連する外郭団体等についても，市民の信頼の確保に努

めるよう強く指導する。 
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(2) 情報公開及び市民参加の充実 

市民との協働の精神に基づき，積極的な情報の提供及び公開を行うとともに，最

適な市民参加手法を用い，最大限，市民意見を反映させるなど，情報公開と市民参

加の充実を図る。 

また，平成１９年度の「局区運営方針」のより一層の充実を図り，平成１９年４

月後半（１６日から３０日まで）に各局区等のホームページ等によって公表する。 

 

２ 進取の気風みなぎる市政改革 

(1) 事務事業評価制度を活用した事務事業の見直し 

事務事業の評価を充実させ，引き続き事務事業評価制度を最大限活用し，事務事

業の整理統合や休廃止などにより，限られた財源をこれまで以上に有効に活用する。

とりわけ，事務事業評価において，日常的で行政上の専門知識を必要としないと判

断された事務事業については，効率性，経済性等の観点から民間活力の導入を具体

的に検討する。 

 

 (2) 公民協働（Public Private Partnership）による多様な経営手法の導入及び導入後の

検証 

本年７月，「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」が施行されるな

ど，これまで以上に民間活力の導入が求められている。こうしたことも踏まえ，事

務事業全般にわたり多角的な観点から検討を行い，民営化，民間委託，ＰＦＩ，指

定管理者制度など，最適な市民サービスの提供方法を選択することにより，一層の

サービスの向上と業務の効率化を図る。その際，次の点に留意する。 

① 民間委託 

○ 本市が自ら責任を持って実施すべき事務事業であっても，業務を一部切り出

すなどの工夫により，これに付随する定型的な業務などについては民間委託を

推進する。 
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  ② ＰＦＩ（Private Finance Initiative） 

○ ＰＦＩ手法の導入により，財政負担の軽減の効果が期待できるものについて

は，必ずＰＦＩ手法の導入を検討する。 

○ 本市においては，京都御池創生館や市立小学校冷房化など導入事例も多く，

ＰＦＩ手法の導入が確実に進んでいるが，ＰＦＩ手法を導入した事業について

は，民間事業者が提供するサービス内容等を適切に監視することにより，適正

かつ確実なサービスの確保を図る。 

③ 公の施設の指定管理者制度 

○ 現在直営の公の施設について，指定管理者制度の導入の可否について検討を

行う。 

○ 平成１７年１１月市会における付帯決議を踏まえた制度の運用に努めている

ところであるが，最適な指定管理者を選定するため，選定プロセスにおけるよ

り一層の透明性及び公平性の確保を図る。 

○ 既に，本市においては，３３２もの公の施設について指定管理者制度を導入

しているが，同制度を導入した施設について業務の履行確認を確実に行うとと

もに，利用者アンケートやモニター調査など施設の管理運営への市民参加を促

進することにより，サービス内容や運営の改善を行うよう，指定管理者を指導

する。 

○ 事業報告書の内容をホームページに掲載するなど施設の管理運営の状況を市

民に分かりやすく公表する。 

④ 地方独立行政法人制度 

○ 地方独立行政法人制度については，平成１８年度中に取りまとめる予定の本

市における同制度の導入についての考え方に沿って，対象事業における制度活

用の可能性及び有効性について具体的な検討を行う。 

 

(3) 高度情報化の更なる推進 

市民の間での情報格差や個人情報の保護に十分配慮しつつ，高度情報化の更なる

推進を図り，ＩＴを活用した事務事業の効率化や市民サービスの向上を図る。 
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(4) コスト節減の徹底等 

ア 公共工事のコスト縮減等 

○ 平成１９年度は，市政改革実行プランにおける公共工事のコスト縮減の取組

の最終年度に当たることから，公共施設の整備等においては，徹底した設計方

法の見直しなどによるコスト縮減を図る。 

○ 電子入札の対象案件の拡大や工事契約における通常型指名競争入札の廃止な

ど入札制度の改善による透明化及び効率化に取り組む。 

 

イ 業務改革によるコスト節減 

○ 現行の事務処理の見直し，手続の簡素化等の業務改革による効率性の向上及

びコスト節減に取り組む。 

○ 市民サービスに直結しない内部管理事務についても，効率性の向上及びコス

ト節減の検討を行う。 

○ 「プラス・アクション２１」による全職場での業務改善活動等を通じた職員

のコスト意識の向上を図る。 

○ 本年７月，「もったいないプロジェクト」チームから市長に報告された検討報

告書の１７の提案項目について検討を行い，本市が有する経費，時間，資産等

の有効活用を一層推進することとし，やむを得ず実施できない場合には，その

理由について説明する。 

 

(5) 中期的展望に立った着実な取組 

ア 局運営方針における中期的な見直し 

○ 平成１８年度の「局運営方針」において掲載する中期的（平成２１年度まで）

な見直し項目等について着実に取組を行う。 

○ 平成１９年度の「局運営方針」においては，中期的な見直し項目等について

必要に応じた改訂を行う。 
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イ 蓄積してきた知識や技術の的確な継承 

○ 団塊の世代の職員の大量退職を見据え，職務遂行上の知識及び技術を的確に

継承する仕組みを構築する。 

○ 限られた人員で業務を効率的に執行できるよう，既存の事務事業の方法及び

手順について点検，見直しを行う。 

 

３ 区政改革の推進 

区民サービスの向上と各区の個性を生かした魅力ある地域づくりに向け，区政改革

を更に推進するため，各区で取りまとめる「区行政重点課題」のうち各局の所管業務

については，「区政策提案予算システム」において，局区間協議を十分に行い，各局は，

局の方針及び予算に反映させるよう努める。 

 

４ 抜本的な外郭団体の改革 

外郭団体の抜本的な改革を推進するに当たり，次のことに留意する。 

また，外郭団体以外の財政的支援を行っている団体など所管局が調整等を行う関連

団体についても，外郭団体に準じて，本方針に沿った改革を進める。 

 

(1) 重点取組項目  

ア 数値目標を設定した取組の推進 

○ 「統廃合等の推進による団体数の削減」及び「派遣職員の削減」については，

数値目標の達成に向け，「京都市「集中改革プラン」について」（平成１８年２

月策定）中の「外郭団体のより抜本的な見直し方策」に掲げた取組工程表に沿

った取組等により，計画的に進める。 

○ 「補助金の削減」については，平成１８年度当初予算において，目標数値に

達しているが，依然として厳しい財政状況にあることから，補助金の更なる適

正化に努める。 
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イ 経営状況の点検 

○ 外郭団体の所管局は，団体の財務諸表等による財務分析を行い，常に経営状

況を正確に把握する。 

○ 事業規模の大きい団体及び借入金がある団体については，キャッシュフロー

計算書等を活用した適正かつ計画的な資金管理を徹底させる。 
 

  ウ 委託の在り方の点検 

○ 本市が外郭団体に委託している業務については，原則として複数の事業者の

中から委託先を選定することとし，経費，サービス水準，専門性，機動性など

の観点から，最も適した団体に委託する。 

○ 外郭団体に委託した業務の再委託の状況を把握し，必要な見直しを検討する。

特に，随意契約により委託している業務を再委託している場合は，当該随意契

約が適切であるかどうかを点検する。 

 

エ 執行体制，人事給与制度等の適正化 

○ 外郭団体の組織，役職員数，人事給与制度等について，団体の事業内容，事

業規模，経営状況等に応じたものになるよう指導する。 

 

(2) 指定管理者に指定された外郭団体の在り方の再点検 

指定管理者に指定されている２４の外郭団体については，サービスの向上，経営

の更なる効率化等を図るとともに，次回の選定に向けて，改めて外郭団体の在り方

を点検し，必要な見直しを検討する。 

 

(3) 公益法人制度改革に向けた指導 

公益法人制度改革として，平成２０年までに「一般社団法人及び一般財団法人に

関する法律」及び「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」が施行

されることから，財団法人形態の３１の外郭団体に対しては，同制度改革への対応

を検討し，必要な指導を行う。 


